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研究要旨： 
 昨年度から今年度にかけて分担者管理の 5 種の油症患者ファイル（総数：7127 件）の統合作業を
終了し、各油症患者について、氏名、性、生年月日、死亡年月日、最新住所の一致、不一致を相談員
等の協力を得て、調査、検証して住民票調査のための基盤調査ファイルを作成した。この分担者管理
の統合リストと九州大学病院油症ダイオキシン研究診療センターが保管するリストとの照合をセン
ターの協力により、作成した。このリストの完成により油症患者死因調査の調査体制を確立すること
ができた。 

 

Ａ．研究目的 

 油症認定患者の死因追跡調査は、油症患者のこれ

からの健康管理やダイオキシン類経口摂取の健康

影響を知る上で重要な調査である。そこで、昨年に

続き、認定患者追跡調査実施のための調査ファイル

の基盤整備をすることを目的とした。 

（倫理面への配慮） 

現在、追跡調査のための情報収集について、個

人情報保護法、疫学倫理指針など調査対象者への

倫理面の十分な配慮をしつつ、必要な手続きを進

める準備を行い、調査情報の構築ならびに調査体

制の整備を進めている。従って、倫理上の問題は

特に生じない。 

 

Ｂ. 研究方法 

 

1．調査ファイル（5種）の統合一元化 

 油症研究班データ取扱規約に基づき、九大油症

研究班の患者情報ファイル、福岡県保健環境研究

所の検診・受診者ファイルの使用申請を行い、許

可を得てそれぞれのファイルを入手した。さらに、

油症検診データ、油症患者実態調査データを研究

班申請手順に従い、許可を得て入手した。 

 そして、これらの情報ファイルと、産業医科大

学在任当時の油症認定患者追跡調査情報ファイル

等とを個人識別情報に基づいて照合し、ファイル

専門家の支援を得て一元化した。 

 

2．油症相談員による現地調査実施 

 油症患者の認定地情報に基づき、全油症認定患

者を、福岡県内を認定地とするもの、長崎県内を

認定地とするもの、広島等その他の府県を認定地

とするもの、さらに、認定地不明分の 4 群にファ

イルを分割し、油症相談員の実地調査資料として

配布し、該当認定患者の住所・生存状況の調査を

油症相談員に実施してもらった。 

 

3．現地調査結果に基づき、一元化ファイルの修正

作業 

 福岡地区、五島・長崎地区、広島・その他地区

担当の 3 名の油症相談員に油症認定患者の調査時

の現住所、生死の情況（死亡の場合は死亡年月日）

ならびに、性、生年月日の確認をした結果を用い

て、一元化したファイルの修正作業を実施した。 

 

4．修正一元化ファイルと九州大学病院油症ダイオ

キシン研究診療センター保管情報ファイルとの照

合 

 前述の通り、分担研究者の修正一元化ファイル

と九州大学病院油症ダイオキシン研究診療センタ

ー保管の油症患者ファイルとの照合作業を研究セ

ンター職員の協力を得て実施した。 



 

 

 

5．住民票調査への準備 

 住民票による生死確認作業は死因調査のための

人口動態統計死亡ファイルとの照合のために不可

欠となるが、個人情報保護法により、各自治体の

住民票情報の取得が厳しくなりつつある。そこで、

現在生存者に対し、調査への同意確認をとるべく、

患者団体、厚労省担当部局と相談を行った。 

  

Ｃ. 研究結果および考察 

 

1．調査ファイル（5種）の統合一元化 

油症検診データ、油症患者実態調査データ、研

究分担者調査データ等のファイルを氏名により照

合し、認定地別に 4 つに分類したところ、福岡県

分 2502 件、長崎県分 2678 件、広島県その他分 940

件、認定地情報がないもの 1007 件得られた。 

 

2．油症相談員による現地調査実施 

 この全データ統合ファイルをもとに油症認定患

者について、調査時点（平成 25 年 1月）での生死

状況、現住所情報を確認、調査するため、各油症

相談員担当地区および認定地情報未記載分をそれ

ぞれ印刷ファイルとし、3 人の油症相談員に研究

班長の許可を得て調査を依頼した。 

 平成 25 年 3月末に各相談員の調査が終了し、現

時点での住所、生死情報が入手できた。 

 

3．現地調査結果に基づき、一元化ファイルの修正

作業 

 各相談員から調査結果が記載された情報を 1 件

1 件確認し、疑問、不明の点を再度各相談員に問

い合わせた。この結果により現時点で判明した情

報を過去の情報と照合を行い、現段階で正しいと

思われる情報を確定し、ファイルの修正作業を実

施した。 

 この研究分担者作成のファイルは、追跡調査対

象の油症認定患者 1909 名について、ID、氏名、住

所、生年月日、性別、生死、死亡年月日、住所情

報の情報を記載している。 

 

4．修正一元化ファイルと九州大学病院油症ダイオ

キシン研究診療センター保管情報との照合 

 2014 年 9 月、研究分担者調査により作成したフ

ァイル 1909 名（ID あり 1883 名、ID なし 26 名）

を九州大学病院油症ダイオキシン研究診療センタ

ー保管の認定患者ファイルとの照合を依頼した。

平成 26 年 12 月、九州大学病院油症ダイオキシン

研究診療センターの多大な協力により照合結果の

報告を受けた。 

 その結果、2 つのファイル情報の大半は合致し

ていたが、生年月日の不一致 73 件、性別の不一

致 18 件が明らかになったため、この点を 1 件 1

件について、検討し、油症認定患者のデータの統

一をはかり、今後の油症研究班での油症認定患者

死因調査の基盤を作成することとする。 

 

5．住民票調査への準備 

 現在のところ、油症認定患者について、各自治

体で住民票が得られるか否かは、個人情報保護法

の観点から微妙な問題である。生存している認定

患者に対し、個人同意を求める方法はあるものの、

一部同意が得られない場合が考えられ、調査集団

選択の偏りをおこす可能性があり、油症認定患者

の死因の検討が偏りのため十分にできない可能性

がでてくる。一方、「カネミ油症患者に関する施策

の総合的な推進に関する法律」によれば、「カネミ

油症に関する専門的、学際的又は総合的な研究を

推進する」ことが謳われていることから、各自治

体に協力を求めることも考えられるが認定患者へ

十分な理解を求めつつ、実施していく必要がある。 

 現在のところ、住民票取得の方針について、関

係者と十分な時間をかけて検討をしていく必要が

あると考える。 

 

今後へ向けて 

個人情報保護の問題が解決すれば、その住民票

情報により、生年月日、生死情報、死亡年月日、

住所が確認できた死亡者について死因調査を実施

する。方法は、油症認定患者全死亡者 1 人 1 人に

ついての原死因を得るために、新統計法（平成 21

年 4月から施行）の「統計法第 33 条の運用に関す

るガイドライン」に従い人口動態統計死亡ファイ

ル（昭和 48 年から最新年度まで）の利用許可申請

を厚生労働省担当部局に行う。 

照合項目（各認定死亡患者の生年月日、死亡年



 

 

月日、性、住所地）に基づいて、厚生労働省死亡

ファイルと照合し、照合できた原死亡を当該油症

患者の死亡原因とする。 

そして、コホート分析により、標準化死亡比

（SMR）を用いて全国の死亡状況を比較することを

目的に、現在までの全調査ファイルの九州大学病

院ダイオキシン研究診療センターへのデータ移管

を目指す。 

 

Ｄ. 結論 

 

研究班申請手順に従い、油症検診データ、油症

患者実態調査データを許可を得て入手した。デー

タファイルの照合、油症相談員担当地区での認定

患者現状調査を終了し、その結果をもとに相談員

情報に基づいた油症認定患者の一元化ファイルを

作成した。現在、研究分担者が作成した油症認定

患者修正一元化ファイルと九州大学病院症ダイオ

キシン研究診療センターとの照合が終了し、情報

の確認が必要な点が若干判明した。今後この点を

1 件 1 件検討した後、住民票情報取得への方策を

検討する。しかし、昨今の個人情報保護法の強化

のため、住民票取得に困難が予想されるので、現

在、同意書の取得に向け、具体的方法を関係機関

と協議している状況にある。 
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